
○　平成22年度佐賀県緊急雇用創出基金事業　事業実績　（県実施分）

２　重点分野雇用創出事業

担当 実施 実施
事　　業　　名 事　　　業　　　内　　　容

課名 分野 方法

消防防災課 医療 委託 ＡＥＤ応急手当研修事業
公共施設等において、心肺停止傷病者が発生した際に、応急手当又はＡ
ＥＤを用いた応急手当が実施できるよう、県職員等を対象に応急手当普
及員による救命講習を実施する。

9 

地球温暖化
対策課

環境・エネ
ルギー

委託
環境と地域づくりのハー
モニー事業

温暖化対策を拡充するため、温暖化防止の広報活動を強化する。 4 

地球温暖化
対策課

環境・エネ
ルギー

直接
太陽光発電支援制度情
報提供事業

太陽光発電システムの国、県、市町等の支援制度の相談業務を充実し、
県内における太陽光発電の普及の推進に貢献する。

6 

有明海再生･
自然環境課

環境・エネ
ルギー

委託
有明海研究成果収集･解
析事業

有明海再生に向けて、実施すべき研究課題の特定、研究計画の立案に
資するため、最近の有明海研究の成果の収集･整理・解析を行う。

2 

有明海再生・
自然環境課

環境・エネ
ルギー

委託
虹の松原再生・保全活動
推進業務委託事業

虹の松原再生・保全活動推進のため、アダプト（里親制度）推進要員を推
進組織に配置し、ＣＳＯ、企業、学校等を訪問するなど制度をＰＲ。参画へ
の勧誘活動等の強化を行い、参加団体の増加を図る。

3 

健康福祉本部企
画・経営グルー

プ
医療 直接

新型インフルエンザ総合
対策事業

新型インフルエンザ対策の体制強化を図るため、県民からの電話相談の
対応や集団発生時の調査業務等を行う。

15 

粒子線治療普及
グループ

医療 直接
粒子線がん治療施設設
置推進事業費

平成２５年春に予定されている粒子線がん治療施設開設に向けた資料
整理、各種統計資料作成、普及啓発業務等を行う。

3 

地域福祉課
地域社会雇

用
委託

ユニバーサルデザイン普
及啓発活動推進事業

県民のユニバーサルデザイン（UD）に対する理解促進及び第５回UD全国
大会に向けた機運醸成のため、県内の各地域や学校などに「PR隊」が出
向き、パネル・映像・製品を使った広報活動を展開する。

14 

地域福祉課 観光 委託
観光のユニバーサルデ
ザイン推進事業

第５回ユニバーサルデザイン（UD）全国大会の受入態勢の整備促進及び
観光客の誘致促進を図るため、UDに配慮した観光施設や宿泊施設等の
調査や相談・案内機能の重点強化を図る。

2 

地域福祉課
地域社会雇

用
委託

ユニバーサルデザイン重
点広報活動推進費

第5回ユニバーサルデザイン全国大会を契機に、UDを前提とした地域づ
くりを広げていくため、県民のUDに対する関心を高める。
　・統一キャッチコピー・ロゴによる広報事業、キャンペーン事業を行う。

20 

長寿社会課 介護 委託 介護職員の研修支援事業
介護職員の研修参加を支援するため、代替職員を確保し、福祉・介護
サービスの向上を図る。

49 

長寿社会課 介護 直接
介護保険関係事業円滑
推進事業

介護保険関係事業の円滑な運営に資するため、介護サービス事業に係
る実地指導等におけるケアプランのチェックや介護雇用プログラム事業
の進行管理業務等を行う。

1 

医務課 医療 直接
診療録等連携システム運
用支援事業

中核医療機関と地域医療機関（かかりつけ医）間における診療情報等の
共有システムの運用支援を行う嘱託職員を雇用し、医療機関における患
者への適切な医療の提供を推進する。

2 

健康増進課 医療 委託
地域がん登録標準様式
移行のための登録事業

がん登録の精度向上に不可欠な地域がん登録の標準様式移行のため
に必要な登録作業を佐賀県総合保健協会に委託する。

1 

健康増進課 介護 委託
介護予防支援員養成事
業

西九州大学短期大学部が行ってきた「さが介護予防支援員養成講習会」
内容の検証及びシステム化を推進するとともに、研修会を実施し、老健
施設や市町において中心となって介護予防事業を進めていく人材の育成
を行う。

3 

健康増進課 医療 直接
がん予防県民意識調査
等事業費

本県のがん対策に係る現状分析のための基礎資料を整備し、県民の意
識・行動に応じた本県独自のがん予防の施策立案を行うため、県独自に
県民を対象としたがん予防に関する調査を実施する。

1 

新規雇用の失
業者の人数

（人）
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新規雇用の失
業者の人数

（人）

空港・交通課 観光 直接
有明佐賀空港営業力強
化事業

航空会社、旅行代理店勤務経験者等を１名雇用し、首都圏営業本部を拠
点として事業所等への有明佐賀空港の営業活動を行う。

1 

空港・交通課 観光 直接
マイエアポート運動強化
事業

平成22年10月末に予定されている羽田空港の新滑走路供用開始後、平
成25年春までの間に行われる発着枠拡大の中で東京便の増便を目指
し、有明佐賀空港の営業活動を実施するための職員を雇用する。

3 

雇用労働課
地域社会雇

用
委託 高年齢者就業促進事業

高年齢者の短期的・臨時的な就業機会の確保・提供を組織的に行ってい
るシルバー人材センター事業をさらに活性化させるため、県内のシル
バー人材センターに就業開拓員を配置し、就業機会の拡大を図る。

24 

雇用労働課
地域社会雇

用
委託

中小企業勤労者福祉向
上推進事業

中小企業勤労者の福祉向上を図るため、加入推進員（仮称）を配置し、
中小企業勤労者福祉サービスセンターの周知・加入を働きかける。

3 

流通課 農林水産 委託
佐賀米プロモーション事
業

今年度新発売を迎えた「さがびより」や県産米について、専門家の指導に
基づく販売促進企画提案・実施や店頭での価格調査、アンケート調査な
どの情報収集により、新たな視点からの販売促進策の立案や販売推移、
状況等の的確な把握を行う。
また、安定雇用への試みとして、米穀卸売り会社へ委託を行う。

2 

商工課
地域社会雇

用
委託

伊万里・有田焼産地市場
創出等調査事業

伊万里・有田焼産地の事業者（窯元・商社）を対象にした詳細なデータ
（品目・販売先別製造・出荷数量・額など）の収集、顧客のニーズ・満足度
調査及び経営者の意識調査を行う。

5 

観光課 観光 直接 観光振興補助事業
観光振興に関する各種の取組を行うことにより、本県の認知度向上と観
光客誘致を促進する。

4 

観光課 観光 直接
ロケハンデータベース等
整備事業

県内各地の映画やドラマのロケ地候補の撮影及び撮影データのデータ
ベース化業務を行い、ロケ候補地照会等に迅速に対応することやロケ支
援業務等を行うことにより、ロケ誘致等の促進を図る。

2 

観光課 観光 委託 観光統計調査事業

観光庁では平成22年度より、共通基準に基づく全国一斉の観光統計の
運用を行うこととしているが、本県としても観光行政政策立案や評価さら
に県政運営の基礎資料として活用するため、共通基準に基づく観光統計
を実施する。

1 

園芸課 農林水産 委託
うれしの茶需要拡大対策
事業

「日本茶」に関する専門的な知識や技術を持った人材を育成するととも
に、県内外で定期的にお茶のもつ効能やお茶のおいしい淹れ方をＰＲす
る「試飲会」や「おいしいお茶の淹れ方教室」を開催することなどにより、う
れしの茶の需要拡大を図る。

2 

林業試験場 農林水産 委託
次代検定林現況調査事
業

試験研究の効率的な推進を図るため、昭和４０年代から造成されたスギ
次代品種試験林の実態調査を行う。

4 

県土づくり本部
企画・経営
グループ

環境・エネ
ルギー

直接
緊急管理業務対策事業
費

屋外広告物に関する業務を補助するとともに、その他、占用等の申請や
管理施設の現地調査等の管理業務を補助する職員を雇用し、管理業務
の円滑な執行を図る。

7 

農山漁村課
環境・エネ

ルギー
委託 クリーク台帳整備費

今後クリークの法面対策の整備方針を検討するための基礎資料として、
整備を要する支線的なクリーク約３８０㎞の基礎情報収集とその整理を行
い台帳を作成する。

7 

空港・交通課 観光 直接
マイエアポート運動推進
事業費

有明佐賀空港マイエアポート運動をサポートするスタッフを雇用し、運動
の円滑な推進を図る。

2 

空港・交通課 観光 委託
ＹＳ－１１型機による佐賀
空港活性化事業

佐賀空港公園に移設されたＹＳ－１１の一般公開のための警備員を配置
する。

4 

警察本部
地域社会雇

用
委託

社会全体で被害者を支え
る街づくり事業

県民に対し、被害者遺族の講話や被害者支援に関する講座等の広報啓
発活動を行い、県民に犯罪被害者等の辛い現状を理解してもらうことに
より、社会全体で被害者を支える気運を醸成する。

3 

合    計 209

※　担当課名は平成22年度時点
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